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回次
第23期

第２四半期連結
累計期間

第24期
第２四半期連結

累計期間
第23期

会計期間

自2021年
　７月１日
至2021年

　12月31日

自2022年
　７月１日
至2022年

　12月31日

自2021年
　７月１日
至2022年

　６月30日

売上高 （千円） 1,067,918 1,136,380 2,181,747

経常利益 （千円） 70,244 108,326 173,022

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 36,514 54,103 103,623

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △7,941 △13,246 303,232

純資産額 （千円） 1,403,912 1,545,519 1,658,164

総資産額 （千円） 3,337,920 3,664,588 3,700,507

１株当たり四半期（当期）純利益金

額
（円） 1.80 2.81 5.14

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 42.1 42.2 44.8

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） 42,658 104,032 184,567

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） △148,945 45,960 △150,878

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） △17,137 △167,660 △94,953

現金及び現金同等物の四半期末（期

末）残高
（千円） 319,626 364,119 381,786

回次
第23期

第２四半期連結
会計期間

第24期
第２四半期連結

会計期間

会計期間

自2021年
　10月１日
至2021年

　12月31日

自2022年
　10月１日
至2022年
　12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 1.02 1.97

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

①経営成績の状況

　当第２四半期累計期間（2022年７月１日～2022年12月31日）における我が国経済は、新型コロナウイルス感染

症に伴う行動制限が緩和され、経済活動の回復傾向が進み緩やかな持ち直しの動きが見られました。一方、欧米

の中央銀行の利上げ、国内の物価高進行、為替変動や地政学リスク等の懸念もあり、先行き不透明な状況が続き

ました。

　以上の結果、当第２四半期連結累計期間の業績は売上高1,136,380千円（前年同期比6.4％の増加）、営業利益

94,460千円（前年同期比30.7％の増加）、経常利益108,326千円（前年同期比54.2％の増加）、親会社株主に帰属

する四半期純利益は54,103千円（前年同期比48.2％の増加）となりました。

②資産、負債及び純資産の状況

（資産）

　当第２四半期連結会計期間末における流動資産は590,316千円となり前連結会計年度末に比べ41,721千円減少い

たしました。これは主に現金及び預金の減少17,667千円及びその他流動資産の減少24,175千円等によるものであり

ます。固定資産は3,065,962千円となり、前連結会計年度末に比べ6,461千円増加いたしました。これは主に敷金及

び保証金の増加15,848千円等によるものであります。

　この結果、総資産は3,664,588千円となり、前連結会計年度末に比べ35,918千円減少いたしました。

（負債）

　当第２四半期連結会計期間末における流動負債は623,694千円となり、前連結会計年度末に比べ80,950千円増加

いたしました。これは主に未払金の増加115,112千円等によるものであります。固定負債は1,495,374千円となり、

前連結会計年度末に比べ4,224千円減少いたしました。これは主に社債の減少20,650千円及び長期借入金の減少

6,670千円等によるものであります。

　この結果、負債合計は2,119,068千円となり、前連結会計年度末に比べ76,725千円増加いたしました。

（純資産）

　当第２四半期連結会計期間末における純資産は1,545,519千円となり、前連結会計年度末に比べ112,644千円減少

いたしました。これは主に親会社株主に帰属する四半期純利益54,103千円を計上した一方で、その他有価証券評価

差額金の減少67,350千円及び配当金の支払い39,285千円があったこと等によるものであります。

- 2 -



(2) キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ

17,667千円減少となり364,119千円となりました。

　当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果獲得した資金は104,032千円（前年同四半期比143.9％増）となりました。これは主に税金等調整前

四半期純利益89,037千円の計上によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果獲得した資金は45,960千円（前年同四半期比は148,945千円の使用）となりました。これは主に投

資有価証券の売却による収入27,337千円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は167,660千円（前年同四半期比878.3％増）となりました。これは主に自己株式の取

得による支出60,113千円及び配当金の支払額38,852千円等によるものであります。

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4) 研究開発活動

　該当事項はありません。

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 86,480,000

計 86,480,000

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
第２四半期会計期間末現在
発行数（株）
（2022年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（2023年２月13日）

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協
会名

内容

普通株式 20,250,000 20,250,000
東京証券取引所

スタンダード市場

単元株式数

　100株

計 20,250,000 20,250,000 － －

②【発行済株式】

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2022年10月１日～

2022年12月31日
－ 20,250,000 － 991,100 － －

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】
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2022年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

（株）

発行済株式（自
己株式を除
く。）の総数に
対する所有株式
数の割合(％)

謙雅産業株式会社 東京都渋谷区代々木4-41-7 7,100,000 37.30

鈴木　洋 東京都港区 1,797,100 9.44

清原　雅人 東京都渋谷区 623,100 3.27

エリアクエストグループ従業員持株会 東京都新宿区西新宿6-5-1 311,214 1.63

楽天証券株式会社 東京都港区南青山2-6-21 271,700 1.43

山田　清治 東京都目黒区 264,400 1.39

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木1-6-1 222,324 1.17

大場　健一 埼玉県上尾市 196,800 1.03

松井証券株式会社 東京都千代田区麹町1-4 166,500 0.87

石原　勝 新潟県佐渡市 150,000 0.79

計 － 11,103,138 58.33

（５）【大株主の状況】
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2022年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保

有株式）

普通株式

1,215,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 19,031,500 190,315 －

単元未満株式 普通株式 3,500 － －

発行済株式総数 20,250,000 － －

総株主の議決権 － 190,315 －

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,500株含まれております。

    　なお「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数15個が含まれております。

2022年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合

（％）

（自己保有株式）

株式会社エリアクエスト

東京都新宿区西新宿

６－５－１
1,215,000 － 1,215,000 6.00

計 － 1,215,000 － 1,215,000 6.00

②【自己株式等】

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2022年10月１日から2022

年12月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（2022年７月１日から2022年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、三優監査法人による四半期レビューを受けております。
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2022年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 381,786 364,119

売掛金 103,262 103,383

その他 146,989 122,813

流動資産合計 632,037 590,316

固定資産

有形固定資産

建物 1,244,754 1,281,570

減価償却累計額 △504,160 △541,636

建物（純額） 740,594 739,933

車両運搬具 13,471 13,471

減価償却累計額 △8,858 △9,732

車両運搬具（純額） 4,612 3,738

工具、器具及び備品 248,556 251,736

減価償却累計額 △236,967 △237,892

工具、器具及び備品（純額） 11,589 13,844

土地 431,005 431,005

リース資産 70,065 58,353

減価償却累計額 △35,889 △14,923

リース資産（純額） 34,175 43,430

有形固定資産合計 1,221,977 1,231,952

無形固定資産

ソフトウエア 15,940 13,960

その他 2,342 2,342

無形固定資産合計 18,283 16,303

投資その他の資産

投資有価証券 691,858 668,546

長期貸付金 61,490 60,630

繰延税金資産 12,346 15,644

長期前払費用 41,620 41,581

敷金及び保証金 804,649 820,498

保険積立金 69,654 70,186

会員権 52,904 52,904

その他 94,043 97,043

貸倒引当金 △9,328 △9,328

投資その他の資産合計 1,819,239 1,817,706

固定資産合計 3,059,501 3,065,962

繰延資産

社債発行費 8,968 8,309

繰延資産合計 8,968 8,309

資産合計 3,700,507 3,664,588

１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2022年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 9,880 10,048

短期借入金 175,208 163,168

１年内償還予定の社債 41,300 41,300

１年内返済予定の長期借入金 21,752 16,008

リース債務 13,854 7,479

未払金 67,630 182,743

未払法人税等 51,264 39,298

その他 161,853 163,648

流動負債合計 542,744 623,694

固定負債

社債 221,850 201,200

長期借入金 110,642 103,972

リース債務 22,713 39,412

長期預り保証金 1,065,662 1,062,993

繰延税金負債 11,523 －

その他 67,208 87,796

固定負債合計 1,499,599 1,495,374

負債合計 2,042,343 2,119,068

純資産の部

株主資本

資本金 991,100 991,100

資本剰余金 2,250 2,250

利益剰余金 687,093 701,912

自己株式 △56,922 △117,035

株主資本合計 1,623,521 1,578,227

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 34,642 △32,707

その他の包括利益累計額合計 34,642 △32,707

純資産合計 1,658,164 1,545,519

負債純資産合計 3,700,507 3,664,588
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　2021年７月１日
　至　2021年12月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2022年７月１日

　至　2022年12月31日)

売上高 1,067,918 1,136,380

売上原価 790,705 821,864

売上総利益 277,213 314,516

販売費及び一般管理費

役員報酬 43,560 44,220

給料 24,435 34,798

法定福利費 4,246 5,383

求人費 387 －

減価償却費 16,128 11,725

地代家賃 8,484 8,842

広告宣伝費 14,396 10,353

通信費 2,358 2,418

旅費及び交通費 4,101 5,651

支払手数料 40,069 40,837

顧問料 3,588 4,605

業務委託費 2,160 2,160

交際費 16,026 20,234

その他 24,999 28,823

販売費及び一般管理費合計 204,943 220,055

営業利益 72,269 94,460

営業外収益

受取利息 27 19

受取配当金 1,400 －

有価証券運用益 － 19,495

その他 530 573

営業外収益合計 1,957 20,088

営業外費用

支払利息 1,331 2,593

支払手数料 2,228 1,364

有価証券運用損 － 1,605

その他 423 658

営業外費用合計 3,983 6,222

経常利益 70,244 108,326

特別利益

投資有価証券売却益 13,281 －

固定資産売却益 151 －

受取和解金 － 30

その他 2,450 －

特別利益合計 15,883 30

特別損失

投資有価証券売却損 6,616 7,829

固定資産売却損 － 10,472

固定資産除却損 4,804 －

和解金 846 1,017

保険売却損 7,354 －

その他 581 －

特別損失合計 20,202 19,318

税金等調整前四半期純利益 65,926 89,037

法人税、住民税及び事業税 31,609 33,758

法人税等調整額 △2,198 1,174

法人税等合計 29,411 34,933

四半期純利益 36,514 54,103

親会社株主に帰属する四半期純利益 36,514 54,103

（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　2021年７月１日
　至　2021年12月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2022年７月１日

　至　2022年12月31日)

四半期純利益 36,514 54,103

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △44,455 △67,350

その他の包括利益合計 △44,455 △67,350

四半期包括利益 △7,941 △13,246

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △7,941 △13,246

【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　2021年７月１日
　至　2021年12月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2022年７月１日

　至　2022年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 65,926 89,037

減価償却費 62,147 57,430

受取利息及び受取配当金 △1,427 △19

支払利息 1,331 2,593

固定資産売却損益（△は益） △151 10,472

固定資産除却損 4,804 －

有価証券運用損益（△は益） － △17,889

投資有価証券売却損益（△は益） △6,665 7,829

保険売却損益（△は益） 7,354 －

売上債権の増減額（△は増加） △48,523 △121

仕入債務の増減額（△は減少） 325 167

前払費用の増減額（△は増加） 11,427 10,425

前受金の増減額（△は減少） 5,023 △2,160

長期前受収益の増減額（△は減少） △8,738 △10,159

その他 △16,150 4,934

小計 76,684 152,540

利息及び配当金の受取額 1,427 19

利息の支払額 △1,316 △1,893

法人税等の支払額 △41,859 △50,231

法人税等の還付額 8,568 4,586

その他の支出 △846 △987

営業活動によるキャッシュ・フロー 42,658 104,032

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △3,000 △3,000

有形固定資産の取得による支出 △168,613 △4,770

無形固定資産の取得による支出 △2,000 －

信用取引決済による収入 － 26,949

投資有価証券の取得による支出 △169,102 －

投資有価証券の売却による収入 166,478 27,337

保険積立金の積立による支出 △1,554 △1,043

保険積立金の売却による収入 4,172 511

貸付金の回収による収入 1,155 1,023

差入保証金の差入による支出 △17,798 △15,900

差入保証金の回収による収入 4,856 －

預り保証金の受入による収入 58,964 61,280

預り保証金の返還による支出 △23,183 △48,063

その他 681 1,636

投資活動によるキャッシュ・フロー △148,945 45,960

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △23,288 △12,039

長期借入金の返済による支出 △61,970 △12,414

配当金の支払額 △40,322 △38,852

社債の発行による収入 127,355 －

社債の償還による支出 △14,000 △20,650

長期未払金の返済による支出 － △7,647

自己株式の取得による支出 － △60,113

その他 △4,912 △15,944

財務活動によるキャッシュ・フロー △17,137 △167,660

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △123,424 △17,667

現金及び現金同等物の期首残高 443,050 381,786

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 319,626 ※ 364,119

（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以下「時価算

定会計基準適用指針」という。）を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第

27-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたっ

て適用することといたしました。なお、四半期連結財務諸表に与える影響はありません。

前第２四半期連結累計期間
（自　2021年７月１日

至　2021年12月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2022年７月１日

至　2022年12月31日）

現金及び預金勘定 319,626千円 364,119千円

現金及び現金同等物 319,626 364,119

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（決  議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年９月28日
定時株主総会

普通株式 40,500 2.0 2021年６月30日 2021年９月29日 利益剰余金

（決  議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年９月27日
定時株主総会

普通株式 39,285 2.0 2022年６月30日 2022年９月28日 利益剰余金

（株主資本等関係）

　前第２四半期連結累計期間（自　2021年７月１日　至　2021年12月31日）

１．配当金支払額

　　２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

　　の末日後となるもの

　　　該当事項はありません。

　当第２四半期連結累計期間（自　2022年７月１日　至　2022年12月31日）

１．配当金支払額

　　２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

　　の末日後となるもの

　　　該当事項はありません。

　　３．株主資本の金額の著しい変動

　　　　当社は、2022年７月26日開催の取締役会決議に基づき、自己株式607,500株の取得を行いました。この結

　　　果、当第２四半期連結累計期間において自己株式が60,113千円増加し、当第２四半期連結会計期間末におい

　　　て自己株式が117,035千円となっております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第２四半期連結累計期間（自　2021年７月１日　至　2021年12月31日）及び

当第２四半期連結累計期間（自　2022年７月１日　至　2022年12月31日）

　当社グループは、不動産ソリューション事業を行う単一セグメントであるため、記載を省略しております。

（単位：千円）

　前第２四半期連結累計期間

（自　2021年７月１日

　　至　2021年12月31日）

　当第２四半期連結累計期間

（自　2022年７月１日

　　至　2022年12月31日）

ビル管理事業 151,987 169,727

テナント誘致事業 45,456 53,836

更新及び契約管理事業 33,033 28,208

顧客との契約から生じる収益 230,476 251,772

その他の収益（注） 837,442 884,607

外部顧客への売上高 1,067,918 1,136,380

（収益認識関係）

　サービスの種類別に分解した顧客との契約から生じる収益は以下のとおりであります。

（注）「その他の収益」は、リース取引に関する会計基準に基づく賃貸収入等であります。

前第２四半期連結累計期間
（自　2021年７月１日

至　2021年12月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2022年７月１日

至　2022年12月31日）

　１株当たり四半期純利益金額 1円80銭 2円81銭

　（算定上の基礎）

　親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千円） 36,514 54,103

　普通株主に帰属しない金額（千円） － －

　普通株式に係る親会社株主に帰属する

　四半期純利益金額（千円）
36,514 54,103

　普通株式の期中平均株式数（千株） 20,250 19,208

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

      （注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

2023年２月13日

株式会社エリアクエスト

取締役会　御中

三優監査法人

東京事務所

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 野村　聡

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 佐伯　洋介

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社エリ

アクエストの2022年７月１日から2023年６月30日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2022年10月１日から

2022年12月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（2022年７月１日から2022年12月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシ

ュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社エリアクエスト及び連結子会社の2022年12月31日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。



　（注）　１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュ

ー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施

される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・  継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・  四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・  四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
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【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2023年２月13日

【会社名】 株式会社エリアクエスト

【英訳名】 Area Quest Inc.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　清原　雅人

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。
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【表紙】



１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

　当社代表取締役社長　清原　雅人は、当社の第24期第２四半期（自2022年10月１日　至2022年12月31日）の四半期

報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

２【特記事項】

　特記すべき事項はありません。


